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はじめに ― 負債の基礎概念から実践課題へ 
 「負債会計の基礎概念と実践課題 PartⅠ（『立命館経営学』第 44 巻第 6 号）では，抽象的な負
債の定義を補完するものとして「交換の理論」による，より現実的な負債概念の再構築を試み
た。それは J. B. カニングによる負債の定義から出発した。すなわち，負債とは，「資本主が現
行法律上または衡平法上,債権者に負っている責務である。その責務は，無条件にではなく同意
した特定の用役 ― それは資本主にとって，債権者から得る用役とイコールか，それよりも大き
い貨幣価値をもつ ― に見合う」ものでなければならない。 










 折しもわが国では，2005 年 6 月には新会社法が成立し，2006 年 2 月には会社計算規則（法












第 1 は，企業間信用によって 2 分された仕入取引と決済取引は 1 取引か 2 取引かであり， 
第 2 は，仕入に伴う信用リスクをどうコントロールすべきかである。 
 
2．1 取引か，2 取引か 
 原材料や製品の仕入は，資金との直接的交換ではなく，信用取引によって買掛債務（買掛金ま
たは支払手形）を発生させることによって行なわれるところから，財貨用役の売買取引と売買代













                                                          
1）詳しくは、川口順一［2003］『資産動態論の構築』森山書店，第 10 章・第 4 節に対する付論を参照されたい。 










表 1 売買取引における信用リスク 
 
 買   手 売   手 
契約履行リスク 売手による供給不履行・遅延 買手による引取不履行・遅延 



















表 2 経過勘定における役務提供と現金支出の関係 
 
期  中 期  末 資  産 負  債 
支出先行 役務未提供 前払費用 前受け収益 
役務提供先行 未支出 未収収益 未払費用 
 
 






























 企業会計原則の注 18 は，売上割戻引当金を引当金の一例としている。しかしながら，割戻
すべき金額が取引額の一定比率と契約で決定しており，しかも販売実績値に応じて計上すると
                                                          
2）吉田寛［2002］『基本会計学』税務経理協会，第 18 章，第 21 章 








ると売り場はたちまち劣化する（2003 年 4 月 13 日付け日経新聞報道による，イオンが受取っていた
リベート問題の例がある）。売手側と買手側の会計処理を，「交換の理論」に忠実に対応させたの
が表 3 である。 
 
表 3 値引き，割引，割戻しの会計処理 
 
 内容乃至実態 売手側処理 買手側処理 
値引き 取引額の調整 収益および売掛金から控除 仕入および買掛金から控除 
割 引 金利 支払利息 受取利息 
割戻し 販売促進費 販管費 営業外収益 
 
 















                                                          
3）須田徹［1998］『アメリカの税法』中央経済社，第 2 章（益金）参照 
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含むものに拡大した。だからといってすべての実務も資産負債中心にシフトしたわけではない。
その一端が収益認識の実務慣行に表れている。 



























負債証券（debt securities）である。一般的に譲渡可能な債券であり，期間が 10 年以上の長期債
                                                          
4）藤田敬司［2005］『現代資産会計論』中央経済社，第 6 章の補論参照 
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3．社債発行差金の本質に関する 3 つの見解と社債債務に関する 2 つの見解 
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額であり，実質債務額である（図 1 参照）。 
 社債は満期日においては社債券面額が償還される。その意味では，形式的な債務は券面額で
ある。形式的な社債債務額に対して，社債発行差金を加減した実入金額または償却原価法（下
記 4 項参照）適用による社債残高はその時点における実質的な社債債務である。 









付け（rating）が反映される。長期資金の市場金利が年率 6％であっても，信用格付けが AA で
あれば利回り 4％以下で発行できるかもしれない。逆に BB であれば 6％以上でなければ発行
できないであろう。 
 ２つの企業が発行する社債のクーポン金利はともに年率 5％であっても，またその他の社債
契約内容・条件が同じであっても，信用状態の良い AA 社は 1％のプレミアム発行によって多
くの資金を調達することができる。そうではない BB 社は 1％ディスカウント発行によって少
ない資金を調達する結果となる。 
 そこで，社債発行によって受領した資金の多寡が社債債務の公正価値を表すという説が出て





                                                          
5）醍醐聡［2004］『会計学講義 第 4 版』第 8 章，東京大学出版会 
6）浦崎直浩［2003］『公正価値会計』第 8 章，森山書店 




































      満期日 
 
              社債券面額＝償還すべき債務額 
 
（出所：醍醐聡［2004］『会計学講義 第 3 版』東京大学出版会を参考に，割増発行を含めて筆者作成） 
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理を勧めている（SFAC6, pars. 15～16）。 
 なお，有効金利法とは，逓減する未償却残高に「利回り」（yield rate）をかけて償却利息を計
上する方法である。減価償却における定率法に相当する。実質債務額を算出するには理論的な








価であり，負債の発生時における公正価値はそのときの net 入金額である。 
 負債の事後測定額は，当初認識額からまず元本返済額を控除し，さらに償却累積額を加算ま
たは控除したものである。償却には有効利子による償却原価法を適用し，取引費用やプレミア
ム・ディスカウントのすべてが計算の対象となる（表 4 参照）。 
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表 4 国際会計基準による金融資産と金融負債（社債を含む）の認識と測定 
 
 当初認識・測定 
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 この実務対応指針は，その前年（2001 年 11 月）の商法改正による新株予約権の導入に対応す
るものであったが，新株予約権は必ずしも社債発行と同時ではなく，役職員に対するストック・
オプションとしても，またその他役務の対価としても，無償または有償で発行できるようにな
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ったところから，当面の措置として発行時には仮勘定としての負債に計上するものとした。 
 ところが，2005 年 12 月には，新・会社法に対応して，企業会計基準第 5 号「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基準」が公表され，新株予約権は，純資産の部の，Ⅰ株主資本，


























                                                          
8）ドイツ商法典第 272 条－(2)－2 によれば，社債発行時に受取る株式転換権の対価および株式を買うための受
取オプション料は資本準備金（Kapitalrücklage）に表示される。 







現在価値に割引いたものが PBO である。 
 




かしながら，これでは継続企業の債務は過度に狭く捉えることになる。入社 20 年目に 10000
の退職給付が確定し，19 年間は法的には未確定であっても実態としての負債はゼロではない。 
















 上記 2 項で述べた退職給付の PBO による総額計算を年金負債計算プロセス①とすればプロ
セス②では，①の債務総額のうち当期末までに発生したと見られる債務額を，全勤務年数分の
期末までの勤務年数によって按分計算する。 
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 単純割引方式による＄X の現在価値は，利率 r，期間 n 年として，算式 X／(1＋r) nで表され
る。この方式で 10 年後に支給予定の退職一時金 100 億円を年金負債の現在価値を計算してみ
よう。割引率を 2％とすれば 82.03 億円であり，3％とすれば 74.41 億円である。 
 また平均 20 年後に支給予定の企業年金 100 億円については，割引率 2％とすれば 67．30 億




















  A： 期末退職給付債務（期首債務残高＋勤務費用＋金利費用） 
  B： 過去勤務債務のうち未認識部分 
  C： 数理計算上の差異のうち未認識部分 
  D： 年金資産の公正価値評価額＋当期給付支払額 


























られている（第 6 条②の一）。 
 退職給付引当金が代表的な引当金であることに誰も異存はないが，返品調整引当金がなぜ引





















                                                          
9）割引率は，国債，政府機関債およびダブル A 格以上の社債等の利回りを参考に決めるべきである。ところが，
わが国トップ 100 社が 2004 年度に採用した割引率は，1 位：1.9％（37 社），2 位：2.5％（36 社），3 位：1.5％
（7 社）と相当なバラツキがある（『経営財務』2006 年 2 月 13 日号掲載の IIC パートナーズ作成の参考資料
より）。 








 SFAS5 による Probable の定義は，偶発債務が現金等の支出と損失につながる事象が起こる




表 5 SFAS5 による偶発債務の分類・定義・対応 
 






















 また，概念ステートメント SFAC6 の par. 35 でいう probable は，よく知られているように，
確実性の程度を表すテクニカルな意味よりもさらに広い意味で使われている。さらに困ったこ
とに，国際会計基準 IAS37 は，蓋然性（probability）が 50％以上であれば負債認識を求めてい





                                                          
10）C. A. Botosan et al. “Accounting for Liabilities” Accounting Horizons Vol.19, No.3（September 2005） 





























 上記 2 項における適用諸例のうち 1）および 2）は収益認識の課題であろう。スタンドアロ
ン保証に係る受取保証料は，稼得（earning）プロセスのコンセプト（SFAC5，par．83）に照ら
                                                          
11）SPE 債務保証問題というよりも，本来は SPE 連結問題である。連結すれば SPE の金融資産と債務はエン
ロングループのものであり，偶発債務問題ではなかったはずである。 











 米国 FASB による固定資産の廃却コストに関わる会計基準 SFAS143（2001）とリストラコ
ストに関わる会計基準 SFAS146（2002）はともに，将来コストを発生時の公正価値で測定する。 
















                                                          
12）国際会計基準 IAS37 による偶発債務処理によれば，JV パートナーの責任に属する借入れ保証を偶発債務と
して開示し，保証実行のリスクが高まれば引当金設定を求めている。これは JV がパートナーと jointly and 
severally に支配し経営責任を負う事業体であることを忠実に反映する会計処理と思われる。 

























 リストラ引当金は“taking a bath”と呼ばれる大がかりな利益操作に使われてきた経緯14)が
あるだけに厳しく見直された形跡がある。しかしながら，まだ釈然としない点がある。 
 通常の負債は，過去の取引・事象に発生原因がある現時点の債務である。リストラ費用の負





14）詳しくは，K. G. パレブ他［2001］『企業分析入門 第 2 版』（斎藤静樹監訳，東京大学出版会）の第 5 章
を参照されたい。 
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